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２－１９．津波による被害想定とその対策（四国電力(株)の例） 

 

 

（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 
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２－２０．復旧迅速化に係る電気事業者の社内マニュアルにある主な項目 

 
（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 

 

２－２１．東北地方太平洋沖地震時における主な資材・役務融通実績 

東北地方太平洋沖地震における主な資材・役務融通実績（平成23年 3/11～11/30）

○東北電力に対する融通実績（応援会社：８社） ○東京電力に対する融通実績（応援会社：７社）

※１日当たりの最大投入人数

※１日当たりの最大投入人数
 

（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 

 

２－２２．東北地方太平洋沖地震時での緊急車両認定における課題と対策 

 

（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 
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２－２３．電力会社間の応援及び工事請負会社との連携による復旧作業 

（東北電力(株)の事例） 

 H23.3.13～H23.6.18の間、社員と工事請負会社等との連携により、復旧作業を実施

東北電力への他電力応援

東北電力と工事請負会社との連携による復旧作業

 H23.3.13～H23.4.1の間、電力5社からの応援により、設備巡視、復旧作業、各戸個別送電、応急送電等を実施

作業前打合せ

応急送電

指揮命令・情報収集 復旧作業

復旧作業拠点集合

 
（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 

 

２－２４．工事請負会社との連携状況の事例 

東北地方太平洋沖地震
における仮鉄柱による復旧

 事故復旧用資材を使用した仮鉄柱組
立訓練（１７万Ｖ以上の鉄塔倒壊を想
定）

 作業時のポイント等の検証を実施

情報収集

仮ルート検討

施工計画策定

 １７万Ｖ以上の鉄塔倒
壊を想定した情報連絡
訓練

 情報収集後、事故箇所
の応急措置のほか、仮
復旧計画の技術的検
討、施工計画の策定ま
での一連の対応を検証

 
（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 
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２－２５．陸上自衛隊との発電機車の応援融通の事例 

 
（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 

 

２－２６．協定の概要（九州電力(株)の事例） 

 

（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 

 

２－２７．陸上自衛隊との相互連携（九州電力(株)の事例） 

 

西部方面隊

九州電力

支援

九州電力

西部方面隊

支援

 
（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 
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２－２８．これまでに実施した主な自衛隊との協働作業の事例 

これまでに実施した主な自衛隊との協働作業

平成２２年 ： 奄美大島で発生した大雨による道路決壊が発生。

孤立した地区に自衛隊ヘリコプターにより高圧発電機車を空輸し送電。

平成２３年 ： 東北地方太平洋沖地震発生時、離島への復旧要員、電源車、資機材等の搬送、道路等の

確保（ガレキ除去、道路復旧など）を実施。

平成２５年 ： 山口島根豪雨による災害発生時、復旧・救助活動と連携を取りながら早期送電を実施。

平成２６年 ： 首都圏で発生した大雪による道路が寸断。自衛隊ヘリコプターにより、事故探査装置、および

復旧要員の輸送を実施。
 

（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 

 

２－２９．主な地震対策の事例（火力発電設備） 

脱輪ストッパー

揚炭機の脱輪防止

ボイラ支持架構の補強例

放水路目地部可撓継手

水路目地部

冷却水（海水）

 

（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 

 

２－３０．主な津波対策の事例（火力発電設備） 

建屋防水扉

防潮ゲート

燃料受入設備 緊急離脱装置

（LNGの例）

屋上への避難階段
【離脱後】

 
（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 
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２－３１．地震動に対する弱点部位（火力発電設備） 

・ ボイラーチューブ（蒸発管等）の損傷等の被害が多く見られ、発電所復旧工程における主な律速
であることを確認。

・ クーリングスペーサー管（ボイラーチューブを束ねる機能）の被害も見られるが、平成7年の兵庫
県南部地震での被害実績を踏まえた対策を実施しており、一部変形はあるものの効果有り。

・ ボイラー鉄骨については、震度６（強、弱）程度から被害の兆候が見られ、震度７ではさらに被害
程度が大きくなるものと類推。

（写真１）ボイラーチューブの破孔 （写真３）ボイラー鉄骨の変形（写真２）クーリングスペーサ管の変形
 

（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 

 

２－３２．ボイラーの構造について 

ボイラー構造イメージ

・ 発電所等の大型のボイラーは、下図のようなボイラ建屋頂部の鉄骨よりボイラー本体および付属
部品の全自重を吊り下げて支持しており、地震動を受けた場合には揺動する構造。

ボイラーチューブ

ボイラー鉄骨

 
（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 
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２－３３．被害レベル B（震度６強・弱）ボイラーの復旧実績の事例 

項目
不具合箇所確認

炉内足場組立・解体
チューブ切継修理
ボイラ水圧テスト
起動前確認・準備

ボイラ点火 △
並列（発電開始） △

復旧期間　（約１ヶ月）

○ボイラーチューブ（蒸発管）破孔 ： １箇所

○配管の油圧防振器や支持装置の変形 ： ８箇所

○過熱器ガイド管変形 ： １箇所

○ボイラー鉄骨（振れ止め金物）の変形 ： 複数箇所

＜作業内容と概略工程＞ ボイラーチューブ切継（取替）修理

高さ
約40m

＜被害状況（概略）＞

ボイラーチューブ
の修理箇所

○ 1日最大 約650人（延べ約3万人）

＜作業員数＞（発電所入構者数より：6ユニット分）

（参考）厚生労働省 平成25年賃金構造基本統計調査より
労働者数分布特性値 とび工（足場組立工）：約2.0万人、溶接工：約7.5万人、

機械修理工：約5.3万人  
（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 

 

２－３４．津波（浸水）に対する弱点部位（火力発電設備） 

・ 津波（浸水）に対しては、その規模によっては通風機や燃料設備（揚運炭設備）等の運転に関わ
る大型機器など各種設備が被害を受け、復旧工程への影響が大きいことを確認。

（写真２）通風機の被害（写真１）復水ポンプ（電動機）の被害

（写真３）制御盤の被害 （写真４）揚炭設備の被害  
（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 



<<参考資料>> 
              - 30 - 

 

２－３５. 災害時における現行の優先復旧の考え方 

第４章 災害復旧に関する事項 第２節 復旧順位

復旧計画の策定および実施にあたっては、次表に定める各設備の復旧順位によること

を原則とするが、災害状況、各設備の被害状況、各設備の被害復旧の難易度を勘案して、

供給上復旧効果の最も大きいものから復旧を行う。

設備名 復 旧 順 位

配電設備
１．病院、交通、通信、報道機関、水道、ガス、官公庁等の公共機関、

避難所、その他重要施設への供給回線
２．その他の回線

東京電力の事例 「防災業務計画」（抜粋）（平成１８年７月修正）

 
（出所：事務局資料（第５回本ＷＧ資料（平成 26 年５月））） 

 

２－３６. 中央防災会議 防災基本計画（平成 26 年１月修正） 

○非常本部等は，災害の程度，施設の重要度等を勘案の上，特に必要と認められる場合

には，関係省庁〔厚生労働省，経済産業省，総務省，国土交通省〕を経由して，ライフ

ライン事業者に対して応急対策活動を依頼するものとする。

（新設） ○緊急災害対策本部長又は非常災害対策本部長は，ライフライン施設に関する応急対

策活動を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは，その必要な限

度において，関係指定行政機関の長等又は関係指定地方行政機関の長等に対し，ライ

フライン施設に関する応急対策活動の実施について必要な指示をするものとする。

（新設） ○内閣総理大臣は，災害緊急事態の布告があったときは，対処基本方針に基づいて，ラ

イフライン施設に関する応急対策活動の実施について，内閣を代表して行政各部を指

揮監督するものとする。
 

（出所：事務局資料（第５回本ＷＧ資料（平成 26 年５月））） 

 

２－３７. 緊急災害対策本部における対応 

○災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２８条の２

著しく異常かつ激甚な非常災害が発生した場合において、
災害応急対策を推進するため特別の必要があると認めると
きは、臨時に内閣府に緊急災害対策本部を設置することが
できる。

本部長 内閣総理大臣

副本部長 防災担当大臣及び内閣官房長官

本部員 全ての国務大臣及び内閣危機管理監

所掌事
務・権限

・災害応急対策の総合調整
・緊急措置に関する計画の実施
・指定公共機関等に対する必要な指示
・指定行政機関に対する必要な指示

緊急災害対策本部における対応

 
（出所：事務局資料（第５回本ＷＧ資料（平成 26 年５月））） 
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２－３８. 防災用自家発電設備の DE と GT の設置状況の推移（台数） 

 
（出典：（一社）日本内燃力発電設備協会資料） 

 

２－３９. 防災用自家発電設備の DE と GT の設置状況の推移（容量） 

 
（出典：（一社）日本内燃力発電設備協会資料） 
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第３章 水力発電所に関する評価と今後の対応 

＜Ｌ２地震動に対するダムの耐性評価の検討＞ 

３－１－１．アースダムの耐性評価の事例【東京電力(株)の例】 

 
 

３－１－２．アースダムの耐性評価の事例【東京電力(株)の例】 

 

 


